
春日部市ひとり親家庭等養育費確保支援事業補助金交付要綱 

 

 （趣旨） 

第１条 この要綱は、ひとり親家庭等に対し、養育費に関する公正証書等作成その他養育費

確保に係る手続に要した経費を補助することで養育費の取決め内容の債務名義化を促進す

るとともに、養育費の継続した履行確保により子どもの生活水準及びひとり親家庭の福祉

の向上につなげるため、春日部市ひとり親家庭等養育費確保支援事業補助金（以下「補助

金」という。）を交付することに関し、必要な事項を定めるものとする。 

２ 前項の助成金の交付に関しては、春日部市補助金等の交付手続等に関する規則（平成 

１７年規則第１２５号。以下「規則」という。）に定めるもののほか、この要綱の定める

ところによる。 

 （定義） 

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによ

る。 

 (1) 養育費 経済的及び社会的に自立していない子が自立するまでに要する費用で、衣食

住に必要な経費、教育費、医療費等をいう。 

 (2) 子 養育費の取決めの対象となる２０歳に満たない者をいう。 

 (3) ひとり親家庭等 母子家庭の母及び父子家庭の父（母子及び父子並びに寡婦福祉法

（昭和３９年法律第１２９号）第６条第１項又は第２項に定める配偶者のない者）で、

現に子を養育している者又は離婚協議中で離婚後に子を扶養する予定の者をいう。 

 (4) 債務名義 強制執行によって実現されることが予定される養育費の請求権の存在、範

囲、債権者及び債務者を表示した公の文書で、強制執行認諾条項付公正証書、判決書、

調定調書、審判書等をいう。 

 (5) 保証会社 養育費の支払い義務者に代わって立て替えや支払義務者からの回収を業と

して行うことが認められた保証会社をいう。 

 (6) ＡＤＲ 弁護士法（昭和２４年法律第２０５号）第３１条の規定に基づき設立された

弁護士会（以下「弁護士会」という。）及び裁判外紛争解決手続の利用の促進に関する

法律（平成１６年法律第１５１号）第５条の規定に基づき法務大臣の認証を受けた者

（以下「認証ＡＤＲ事業者」という。）が実施する裁判外での紛争解決に係る手続きを

いう。 

 （補助対象者） 

第３条 補助金の交付の対象となる者（以下「補助対象者」という。）は、春日部市（以下



「市」という。）内に住所を有し、次の各号に掲げる区分に応じ、当該各号に定める要件

を全て満たすひとり親家庭等とする。 

 (1) 公正証書等作成経費 

  ア 令和５年４月１日以降に養育費の取決めに係る経費を負担した者 

  イ 養育費の取決めに係る債務名義を有している者 

  ウ 養育費の取決めの対象となる子を現に扶養している者又は扶養する予定の者 

エ 過去に公正証書等作成経費に係る補助金等を、市又は他の自治体若しくは団体等か

ら交付されていない者 

 (2) 養育費保証契約締結経費 

  ア 令和５年４月１日以降に養育費保証契約締結に係る経費を負担した者 

  イ 養育費の取決めに係る債務名義を有している者 

  ウ 養育費の取決めの対象となる子を現に扶養している者又は扶養する予定の者 

  エ 児童扶養手当の支給を受けている者又は同様の所得水準にある者 

  オ 保証会社と１年以上の養育費保証契約を締結している者 

  カ 過去に養育費保証契約締結に係る補助金等を、市又は他の自治体若しくは団体等か

ら交付されていない者 

 (3) ＡＤＲ利用経費 

  ア 令和５年４月１日以降に養育費の内容を含むＡＤＲの利用に係る経費を負担した者 

  イ 過去にＡＤＲの利用に係る補助金等を、市又は他の自治体若しくは団体等から交付

されていない者 

 （補助対象経費等） 

第４条 補助金の交付の対象となる経費は、次の各号に掲げる区分に応じ、当該各号に定め

る経費とする。 

(1) 公正証書等作成経費 養育費の取決めに要する経費のうち、補助対象者が負担した公

証人手数料令（平成５年政令第２２４号）に定める公証人が受ける手数料、家庭裁判所

の調停申立又は裁判に要する収入印紙代及び戸籍謄本等添付書類取得費用の合計と 

４３，０００円を比較していずれか低い額 

(2) 養育費保証契約締結経費 保証会社と養育費保証契約を締結する際に要する経費のう

ち、初回保証料として補助対象者が負担した費用と５０，０００円を比較していずれか

低い額 

(3) ＡＤＲ利用経費 補助対象者が負担した申込料、依頼料に相当する費用及び調停に係

る費用（書類等の代理作成費用、申立者又は相手方の要望により弁護士会及び認証ＡＤ



Ｒ事業者が用意する場所以外で調定を行う場合の当該場所の賃借費用、交通費その他実

費を除く。）の合計と５０，０００円を比較していずれか低い額 

２ 補助金の額の算定に当たり前項各号に定める経費に１，０００円未満の端数が生じた場

合は、これを切り捨てるものとする。 

（交付の申請） 

第５条 補助金を受けようとする者（以下「申請者」という。）は、債務名義を作成した日、

養育費保証契約を締結した日又はＡＤＲで養育費等の取決めを行った日若しくはＡＤＲに

よる合意が成立しないことが確定した日のいずれかから６か月以内に春日部市ひとり親家

庭等養育費確保支援事業補助金交付申請書（様式第１号）に、別表の左欄に掲げる補助対

象経費の区分に応じ、同表中欄に掲げる書類を添付して、市長あてに申請するものとする。

ただし、公簿等で確認ができる場合は、当該書類の添付を省略できるものとする。 

 （交付の決定） 

第６条 市長は、前条の規定により提出された申請書を受理したときは、速やかに内容を確

認の上、交付の可否を決定するものとする。 

２ 市長は、前項の規定により交付の可否を決定したときは、申請者に対し、春日部市ひと

り親家庭等養育費確保支援事業補助金交付決定通知書（様式第２号）又は春日部市ひとり

親家庭等養育費確保支援事業補助金不交付決定通知書（様式第３号）によりその旨を通知

するものとする。 

 （補助金の請求） 

第７条 前条の規定により交付決定を受けた者（以下「交付決定者」という。）は、春日部

市ひとり親家庭等養育費確保支援事業補助金交付請求書（様式第４号）により市長に請求

するものとする。 

２ 市長は、前項の規定による請求を受けたときは、当該請求に係る補助金を交付決定者に

交付するものとする。 

 （交付の取消し） 

第８条 市長は、交付決定者が偽りその他不正の手段により補助金の交付決定を受けたとき

は、補助金の交付決定の全部又は一部を取り消すことができる。 

２ 市長は、前項の規定により補助金の交付決定を取り消したときは、春日部市ひとり親家

庭等養育費確保支援事業補助金交付決定取消通知書（様式第５号）により交付決定者に通

知するものとする。 

 （補助金の返還） 

第９条 市長は、前条の規定により補助金の交付決定を取り消した場合において、既にその



取消しに係る部分の補助金が交付されているときは、交付決定者に対し、期限を定めて返

還を命ずるものとする。 

 （その他） 

第１０条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、市長が定める。 

附 則 

 （施行期日） 

１ この要綱は、令和５年４月１日から施行する。 

 （要綱の見直し） 

２ 市長は、補助金支出の効果の検証を毎年度行うものとし、その結果に基づいて令和１０

年３月３１日までに要綱の制定改廃その他必要な措置を講ずるものとする。 

別表（第５条関係） 

補助対象経費 添付書類 備考 

共通 (1) 申請者及びその扶養している子の戸籍謄

本又は抄本 

(2) 世帯全員の住民票の写し 

(3) 補助対象となる経費の領収書等の写し

（申請者が負担した経費に限る。） 

(4) その他市長が必要と認める書類 

(3)の領収書等に、次に掲げ

る事項が記載されているこ

とを確認するものとする。

ただし、郵便局及び官公署

が発行する領収書等につい

ては、この限りではない。 

・宛名 

・領収年月日 

・領収金額 

・取引内容（但し書き等） 

・領収者の住所、氏名及び

領収印 

公正証書等作

成経費 

(1) 養育費の取決めを交わした債務名義の写 

 し 

(2) ひとり親家庭等に係る児童扶養手当証書

の写し又はひとり親家庭等医療費受給者証

の写し 

(1)の債務名義に、次に掲げ

る事項が記載されているこ

とを確認するものとする。 

・養育費の取決め 

・強制執行認諾条項 

養育費保証契

約締結経費 

(1) 養育費の取決めを交わした債務名義の写 

 し 

(2) ひとり親家庭等に係る児童扶養手当証書



の写し又はひとり親家庭等医療費受給者証

の写し 

(3) 保証会社と締結した養育費保証契約書の

写し（保証期間は１年以上のものに限

る。） 

ＡＤＲ利用経

費 

(1) ＡＤＲで養育費等の取決めを行ったこと

が分かる書類又はＡＤＲによる合意が成立

しなかったことが確認できる資料の写し 

 

備考 領収書等及び養育費の取決めを交わした文書については、確認後、必要に応じて写し

を取り、申請者に返却するものとする。 


